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第1部オーストラリア

第1章オーストラリアにおける食品安全管理体制

1．概略

オーストラリアとニュージーランドでは、多くの分野で両国共通の食品基準が存在する。

この食品基準を作成するのが、「オーストラリア・ニュージーランド食品基準機関

（FSANZ；FoodStandardsAustraliaNewZealand：以下、FSANZ）」である。

FSANZでは、食品基準作成の申請や自らの発議により、食品規制閣僚会議で承認された

食品政策ガイドラインに基づいて、食品基準を作成する。食品政策ガイドラインの承認を

行う食品規制閣僚会議のメンバーは、・オーストラリア連邦政府、オーストラリアの各州・

準州1やニュージーランド政府の保健担当大臣を含む関係閣僚で構成されているこ

オーストラリアでは、この食品基準や規制の執行・管理を、輸入食品の表示については

連邦政府が、その他国内産食品の表示等については州・準州・特別地域政府が実施してい

る。州・準州政府はFSANZが作成した食品基準をもとに、自らの地域の食品蘭連法制を改

正することによって、食品基準を執行している。

1ォーストラリア連邦は、6つの州（ニューサウスウェールズ州、ヴィクトリア州、、クイーン

ズランド州、南オーストラリア州、西オーストラリア州、タスマニア州）、北部準州、首都

特別地域から構成される。
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図表1－1オーストラリアにおける食品規制システム
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オーストラリア ・ニュージーランド食品基準機関 （FSA N Z）

・新しい食品基準の作成や現行の食品基準の修正を行う。

オース トラリア ・ニュージーランド食品規制閣僚会議

FSA NZ が作成した基準の見直しを要請することができ、最終的に

基準を却下または修正することができる。

虻
轟
・
駐
堆

外部のステークホルダー

消費者、食品業界、その他のステークホルダーが個々のプロセス

で意見を提供する。政策形成段階ではFRSCと協定が結ばれてお

り、基準作成段階ではFSANZ法で規定がある。実行段階では

ISC、州・準州、ニュージーランド政府と協定が結ばれている。

（資料）‘‘DiscussionpaperReviewofFSANZassesmentandq）PrOValprocessandtreatmentofcon丘dential

commercialinformationHをもとに作成。



2．沿革

（1）食品基準共通化への取組み

オーストラリアは連邦国家であり、連邦政府、州・準州政府、自治体の3層構造となっ

ている。歴史的経緯から州の権限が強く、連邦の立法権限は、憲法により国防、外交、通

商、租税、通貨、移民等の特定の事項に限定されている。食品や衛生についても州の権限

となっていることから、州・準州政府が独自に食品法制を設けており、全国共通の食品法

制はなかった。

しかし、1970年代になると、全国共通の食品法制を作成する動きが始まり、1980年には

食品基準に関する規制と食品衛生に関する規制について定めた「模範食品法（Modelf■00d

Act）」が各州の保健大臣により承認された。各州はこれに沿って食品法制を改正したものの、

各州の食品基準を同一化にするまでには至らなかった。1990年の連邦産業技術商業省

（DepartmentofIndustry，TechnologyandCorrmerce）のレポートでは、「生産コストが考慮さ

れずに規制が増加しており、ばらばらで協調性のない連邦と州の関係は、オ∵ストラリア

の競争力に影響を与えている」と指摘していた。1986年には連邦と州・準州との間に同一

の食品基準を採用する協定が結ばれ、食品基準を採択する機関として各州・準州の保健担

当閣僚を構成メンバーとする「オーストラリア食品基準会議（NFSC；NationalFoodStandards

Council）」が設置された。この当時、食品基準案を作成していたのは「国立保健医療研究会

議（NImC；NationalHealthandMedicalResearChCounCil）であった。1987年からこの役割

は法務省消費者局（BureauofConsunerA飽irs，Attomey－General，sDepartment）に移管された。

1991年には、「全豪食品局法（NationalFoodAnthorityAct）」に基づき、「オーストラリア

食品局（NFA；NationalFoodAuthority）」が設立された。この目的は、食品基準の作成を単

一機関に集約させ、全国的な規制の統一性を確保することにあった。法の執行の責任は州

や特別地域に残された。1995年には、ニュージーランドとの間で共同食品基準設定システ

ムに関する協定が結ばれ、全豪食品局法も改正された。改正法に基づき、1996年に「オー

ストラリア・ニュージーランド食品局（ANZFA；AustraliaNewZealandFoodAuth0rity、以下、

ANZEA）」が設立された。これにより、オーストラリアとニュージーランドで共通の食品基

準が設定されることとなった2。

（2）食品基準作成プロセスの改革

FSANZの設立に至る改革は、1998年の食品規制見直し委員会（FooqRegulationReview

Committee）による「食品規制見直し報告書（R甲OrtOftheFoodRegulationReview）3」の勧

告がその基礎となっている。この報告書は、1997年3月に、小規模事業規制撤廃対策委員

2後述するように、両国間の全ての基準が共通化されているわけではない。

4
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会（SmallBusinessDeregulationThskForce）の報告書に対する回答書「MoreTimeforBusiness」

の中で、ハワード首相が食品規制の見直しを発表したことを受けて作成されたものである。

【参考】ノ→ワード首相の食品規制見直しに関する発言

「連邦政府は、ビジネスの観点から見た食品規制による争担の包括的な見直しを行うた

めに政府間ワーキンググループの設立を提案する。この見直しは、食品輸出・輸入や国

内消費用の食品生産に関係する、連邦、州、準州、自治体の全ての規制や法令遵守活動、

執行活動を含むものである。目的は、食品産業の懸念と食品規制の現在の改革状況を明

らかにし、11それらの懸念を解決し、改革プロセスを加速化させる方法を提案することで

ある。」

（資料）‘てMORETIMEFORBUSINESS，StatementbyPrimeMinister，theHonJohnHowardMR24March

1997”をもとに作成。

この「食品規制見直し報告書」では、各州・準州間で法制度が統一されていないこと、

省庁の責任範囲に重複があること、食品基準設定プロセスが非効率であることなど、それ

までのオーストラリアにおける食品規制の問題点を数多く指摘している。

図表1－2　食品規制見直し報告書で指摘された当時の食品規制の問題点

・各州・準州間やフードチェーンを通じて法制度が統一されていない

・執行官によって規制の適用が異なる

・執行官によって法律・規制の解釈が異なる

・省庁の責任が明確でなく、一貫性もない

・省庁の責任範囲に重複がある

・政府省庁間の協調性が欠如している

・執行が不適切で協調性がない

・産業や政府にようて複数回の監査がある

・監査官や査察官の教育が不十分である

・食品政扱者への衛生に関する教育が不十分である

・食品基準設定プロセスが非効率である

・食品基準と規制が不適切である

・政府の意思決定時における中小企業との協議が不十分である

・食品規制に関する情報へのアクセスが不適切である

（資料）FoodRegulationReviewComittee，“ReportoftheFoodRegulationReview”July1998をもとに作成。

3委員会議長DLWH（Bill）BlairOAMの名をとって、「Blairrq）Ort」とも呼ばれる。



各州・準州の保健担当省庁は、それぞれ異なる衛生規制を持っているが、それらには規

範的なものもあり、多くは時代遅れのものであった。食品安全規制について、食肉担当部

局、保健省、場合によノつては一次産品担当省庁が関与し、それぞれが法律を管轄している

ため、さらに複雑なものとなっていた。例えば、国内及び輸出向け食肉業務を行うために

は「オーストラリア検疫検査局（AQIS；AustralianQuarantineandInspectionService、以下、

A（〕IS）」に登録しなければならない。また、国内向け乳製品と食肉施設は、食肉・乳製品を

管轄する省庁に登録しなければならない。さらに、行政の管轄地域が異なると、法制度に

よって手数料や必要な書類も異なる。

産業界は、一つの食品ビジネスであっても、複数の食品法によって食品施設に関するさ

まざまな登録を求められることを批判してきた。また、食品基準設定プロセスに時間がか

かることも問題としていた。申請の処理期限は12か月とされているが、18か月に延長でき

ること、状況によっては一時凍結する（stoptheclock）ことも可能となっていた．。審査プロ

セスの長期化は、新技術を採用する上で非常にコストがかかる要因となる。また、食品基

準の審査期間の長さに加えて、協議を公開して行うこと（pdblicnatureoftheconsultations）

も新技術による競争力の優位性を失わせていると指摘していた。

このような意見を踏まえ、2000年11月3日、オーストラリア政府間評議会（COAG；CounCil

ofAnstralian Governments）は新しい食品規制システムを発効させる政府間協定（Food

RegulationAgreement）に署名した。オーストラリア連邦と、オーストラリアの全ての州、

準州がこの協定の署名者である。

この政府間協定は公衆衛生と安全を高める、より合理的かつ効率的で国家を中心とした

食品規制システムの基礎となるものであった。

この協定の目的は、次のとおりである。

図表ト3　食品規制に関する政府間協定の目的

●　公衆衛生と安全の保護を目的とした安全な食品管理体制を提供すること。

●　食品業界に対する規制による負担を軽減すること。

●　オーストラリアにおける国内・輸出基準の調和、及び国際食品基準との調和を促進

すること。

●　業界や政府、消費者に対して、費用対効果の高い法令遵守と執行の仕組みを提供す

ること。

・連邦レベルで合意された政策、基準、執行手続きに基づいて、オーストテリア全域

にわたる共通の規制アプローチを提供すること。

●　全てのレベルの政府と多くの閣僚が食品安全に対する責任を認識すること。

い
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また、この協定に基づく新モデルの特徴は、次のとおりである。

図表1－4　新たな食品規制モデルの特徴

・全ての食品基準（一般、農業、水産業）を一つのシステムの下にまとめたこと。

●　食品規制常任委員会による支援・助言を受け、食品規制閣僚会議が全体的な戦略・

政策を定めること。

・新しい組織による強力なエビデンスをもとにした基準の作成。この専門的な委員会

（skillsヰasedBoa叫は、閣僚会議に基準を提言するというより、基準を作成・承認す

る。

●　消費者、業界、政府にとって最も利益となるような、実施における現実的かつ効果

的な法令遵守と監視を強調すること。

この協定に基づき、2002年7月にANZFAはFSANZへと改組され、関係機関にも変更が

あった。

これまでの「オーストラリア・ニュージーランド食品基準会議（ANZFSC；AnstraliaandNew

zealandF。。dStandardsC。unCil）」が、「オーストラリラ・ニュージーランド食品規制閣僚会

議（ANZFRMC；TheAustraliaandNewZealandFoodRegulationMinisterialCounCil、以下、食

品規制閣僚会議）」となり、FSANZの上位に位置づけられた。FSANZが作成した食品基準

の承認に加えて、食品基準作成の指針となる政策ガイドラインの作成が役割となった。ま

た、閣僚会議には保健担当大臣以外の大臣の参加も可能となった。これに伴い、かつての

「オーストラリア・ニュージーランド食品局諮問委員会（ANZFAAC；AustraliaNewZealand

FoodAuthorityAdvisoryComittee）」は「食品規制常任委員会（FRSC；FoodRegulationStanding

Comittee、以下、■FRSC）となった。

また、「農場から食卓まで（FromPaddocktoPlate）」との考え方に基づき、動植物のリス

ク評価が農水林業省（DAFF；DepartmentofAgriculture，FisheriesandForestry）からFSANZ

へ移管された4。これは、イギリスでのBSE発生時、農林大臣・保健大臣との間でコミュニ

ケーションが取れていなかったことを反面教師にしている。

さらに、閣僚会議・FSANZ理事会への産業側の参加者が増加した。例えば、閣僚会議に

は保健大臣以外の大臣が参加できるようになった。PSANZ理事の専門分野の要件にも、食

品産業、食品生産者などが追加された。これに対しては消費者団体寧どからは、産業界の

利益が優先されるといった批判があった5。

4農水林業省は情報提供の役害胴こ限定され、多くの作業は保健高齢化省がリードして行う。

5BillDigestNo・1202000－01AnstraliaNewZealandFoodAuth0rityAmendmentBi112001・



図表ト5　オーストラリアにおける食品基準作成機関の変遷

NFA
ANZFA　 J

FSANZ

1991 年設立 1996 年設立 2002 年設立

Natio‾nalFood　AutholityAct AustraLia　New　Zealand　Food Food Standards A LJStralia N ew

1991 A uthority A ct 1991 Zealand Act 1991

＞　 各州、準州政府の食品基 ＞　 前年のニュージーランドと ＞　 一次産品もカバー。

準作成に関する権限が の協定により改組された。
＞ 食品基準の作成だけでは

なく決定も担当する。閣僚

会議の役割は承認であり、

FSA NZ に見直しを要請す

N FA に委譲される。州は自 二ュ⊥ジーランドが参加。

動的にその基準を受け入 両国間で共通化されない

れる。 基準も存在。

＞　 全国的なサーベイランス、 ることもある。．

法の執行、食品リコール、

輸入食品のリスク評価、消

費者教育を担当。

＞ 新設の閣僚会議には保健

担当大臣以外の閣僚も参

加することが可能。

（資料）各種資料より作成。



3．食品基準コード（FoodStandardsCode）

1994年から開始された食品基準の見直しは1999年12月に終了し、新しい食品基準コー

ドは2000年3月にパブリックコメントに出された。オーストラリア・ニュージーランド両

国共通の食品基準コードは2000年12月に初めて発行された。2002年12月までの移行措置

を経て、一部を除き両国共通の食品基準として適用されている。

このうち、食品安全基準は食品基準コードの第3章として組み込まれているが、他の食

品基準コ∵ドの章とは別の作成プロセスを経ている。

1994年のNFAのディスカッションペーパー「SafbFoodHandlingrAustralia」では、食品

安全に対する、より予防的なアプローチの必要性が提唱された。全国的な食品衛生法制と、

HACCPを基準にした食品安全プログラムが提案された。

1995年には、病原性大腸菌0－111に汚染されたソーセージ（Me什ⅣWSt）による感染症が

発生し、170■人が被害を受け、このうち23人の子供がHUS（溶血性尿毒症症候群）となり、

1人が死亡した。食品安全の改善に向けた要望が高まり、オーストラリア・ニュージーラン

ド食品基準会議（ANZFSC）はANZFAに新しい食品安全基準の作成を要請した。

これに対して1996年にANZFAはインフォメーションペーパー「ProposaltoDevelop a

NationalFoodHygieneStandard」を公開した。これは、食品基準コードの正式な修正プロセ

スのひと？とされた。1997年7月に基準案がパブリックコメントに付された。食品安全基

準はニュージーランドとの1996年協定の対象外であったため、オーストラリアのみに適用

される衛生基準として提案された。

食品基準コード3．2．1以外の第3章は2000年8月に公示され、一部を除いて2001年2月

から実施された。しかし、食品基準コード3．2．1の食品安全プログラムは非常にコストがか

かるとの理由で、費用と影響に関する調査が実施されることになった。この結果、2003年

12月に閣僚会議は食品安全プログラムを生牡蠣のようなリスクの高い食品を扱う、または

病院など疾病になりやすい人々を対象とした施設、ケータリングのようなよりリスクの高

い食品処理に限って義務化することで合意された。

食品安全基準を含め、食品基準コードは4つの章で構成されている。第1章は「一般食

品基準（GepemlFoodStandards）」であり、ラベル表示、食品添加物、汚染物質の基準等に

ついて定めている。これらは、全ての食品に適用される。ただし、ニュージーランドは最

大残留限界量（MRLs）を独自に規制しているため∴この部分はオーストラリアにのみ適用

される。第2章は「個別食品基準（FoodProduct Standards）」であり、穀物、肉、卵、魚、

果物、野菜、食用油、乳製品、飲料、砂糖、はちみつ、幼児食やサプリメント等の特別な

目的の食品に関する基準が定められている。第3章は「食品安全基準（FoodSafetyStandards）」

であり、食品安全プログラム、安全の要件等、オーストラリアにおける食品衛生について

書かれている。ニュージーランドには独自の食品衛生の基準があり、この部分は共通化さ

れていない。第4章は「一次産品に対する基準（PrimaryProductionStandards）」である。現



在はワイン、海産物、チーズについての基準が定められている。第4章もオーストラリア

のみの適用となっている。

L図表1－6　食品基準コードの目次（概要）

第1章　一般食品基準

1．1節　まえがき

1．A節　暫定基準（2002年12月20日から実施：一部ニュージーランドのみ）

1．2節　表示と他の必要な情報

1．3節　食品に加えられる物質

1．4節　汚染物質と残留物（一部オーストラリアのみ）

1．5節　事前の手続きを必要とする食品

1．6節　微生物と加工要件（一部オーストラリアのみ）

第2章　個別食品基準
2．1節　穀物

2．2節　肉類・卵・魚類

2．3節　果物・野菜

2．4節　食用油

2．5節　乳製品

2．6節　ノンアルコール飲料

2．7節　アルコール飲料

2．8節　砂糖とはちみつ

2．9節　特別な目的の食品

2．10節他の食品に関する基準

第3章　食品安全基準（オーストラリアのみ）
3．1節　まえがき

3．2節　食品安全要件

第4章　一次産品基準（オーストラリアのみ）
4．2節

基準4．2．1

基準4．2．2

基準4．2．3
基準4．2．4

基準4．2．4A
4．5節

基準4．5．1

変更履歴

索引

魚介類の生産と加工の基準
家禽肉の生産と加工の基準

肉類の生産と加工

予備
特定のチーズに関する生産と加工の基準

ワイン生産要件（オーストラリアのみ）

（資料）食品基準コードをもとに作成。
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4．州やニュージーランドとの関係

（1）州・準州との関係

1991年のオーストラリア食品局（NRA）から始まる全国的な食品基準作成機関が設立さ

れた後も、衛生に関する憲法上の責任は州にあるままである。このため、FSANZが作成し、

閣僚会議が決定した食品基準はそのまま各州こ準州の食品基準となるわけではない。FSANZ

が作成し連邦が公示した食品基準を、州・準州が州の食品法制と・して組み込むために、法

制化等の捨置をとることとされている（食品基準協定第23条）。

州は、⊥般的なプロセスを通じた法制化では公衆衛生・安全に影響がある場合、一定の

手順に沿って食品基準の採択・変更を行うことができるが、この採択された基準や変更の

有効期限は12か月以内となっている（同　第28条）。これ以外の場合で、州や準州が独自

に食品基準を設定することはできない（同　第25条）。

また、食品規制閣僚会議が認めた場合には、FSANZが個別の州・準州やその中の一部地

域を対象とした食品基準を作成することも可能とされている（同　第27条）。

（2）ニュージーランドとの関係

オーストラリアとニュージーランドは経済的に密接な関係がある。ニュージーランドは、

両国の公衆衛生を保護し、両国間の貿易障壁を削減するために、食品基準を共通化するこ

とに合意した6。

オーストラリアとニュージーランドは、1995年に共同食品基準システムに関するオース

トラリア・ニュージーランド政府間協定（AgreementbetweentheGovernmentofAustraliaand

theGovernmentofNewZealandConcerningaJointFoodStandardsSystem7）を締結し、統一的な

食品基準を共同で作成してきた。しかし、前述のように、全ての食品基準が共通化されて

いるわけではなく、ニュージーランドが独自に食品基準を設定している分野が存在する。

ニュージーランド政府は食品規制閣僚会議にも参加しており、オーストラリアの各州と

同様に1票の投票権を有する。しかし、決定された政策ガイドラインをニュージーランド

で適用させる義務は生じない。ガイドライン適用の是非はニュージーランド国内で決定す

ることができる。また、ニュージーランド政府はFSANZの理事会に3名を推薦する権利を

有する。

http：〟wwl1Zfka．govt．nz／labelling－COmPOSition伽ublications／regulation－Of－food－in－nZ／index．htm

http：〟wwwnz魚a．govt．nz／hbelling－COmPOSitionbublications／treatyhreatypdf
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図表1－7　オーストラリア・ニュージーランドにおける食品リスク管理の役割分担

表示、原材料、化 一次産品の衛生、
基準の実施

と執行 ・・
学物質、微生物に 安全、多くの農薬、

関する規制 獣医薬

オーストラリア 共通した

食品基準の採用

FS A N Z

＿F S A N Z
各州 ・準州

ニュージーランド N Z F S A N Z FS A

（資料）NZFSA“FoodRegulatoryEnvironment”より作成。



第2章オーストラリア・ニュージーランド食品基準機関（FSANZ）

1．根拠法

オーストラリア・ニュージーランド食品基準機関（FSANZ；FoodStandardsAnstraliaNew

Zealand、以下、FS血）は、1991年オーストラリア・ニュージーランド食品基準法（Food

StandardsAnstraliaNewZealandAct1991、以下、FSANZAct8）のセクション6に基づく独立

した機関である。二国間共通の単一の食品基準作成機関を設けることについて、連邦政府

と州・準州政府間の協定（2000年の政府間食品規制協定書を通じて）及び、オーストラリ

ア政府とニュージーランド政府の協定（条約のもと）を締結したことにより成立した。

前述のように、1996年に設立されたANZFAを改組し、2002年7月1日にFSANZとなっ

た。

図表1－8　FSANZの根拠法

RART2　機関の設立、機能、権限（Establislment，functionsandpowersoftheAuthority）

セクション6　機関の設立

（1）このサブセクションの開始前にはANZFAとして知られていた機関は、FSANZと

して存続する。

注：1901年の解釈法（InterpretationAct）のセクション25B参照。

（2）この機関は、

（a）永久継承権（perpeptualsuccession）を有する法人であり、

仲）調印権を持ち、

（C）法人名のもとで訴訟を起こす、告訴される。

注：1997年の連邦機関法人法（CommonwealthAuthoritiesandCompaniesAct1997）は当

該機関に適用される。この法律は、報告や説明責任、銀行取引、投資、職員の行為を

含む、連邦機関に関連した事柄に関するものである。

（3）すべての法廷、裁判官、司法に関わる者は、文書上の機関の調印捺印について裁

判所の当然の確知義務Gudicialnotice）を果たす必要があり、その文書が正式に捺

印されたものとしなければならない。

以下、省略

81991年8月19日成立
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2．FSANZの役割

FSANZは、オーストラリアの連邦及び州、自治体といった全てのレベルの政府やニュー

ジーランド政府、産業界、消費者、公衆衛生関係者と協力し、効果的な食品基準を開発す

ることにより、オーストラリア及びニュージーランド両国の国民の健康と安全を保護する

ことを目標としている。

この目標を達成するために、FSANZは生産から販売までのリスク評価を担当している。

FSANZは食品規制閣僚会議で承認された食品政策フレームワークに則り、食品表示や原材

料、添加物、汚染、微生物の基準、一次産品、食品の取り扱いに関する食品基準を開発し

ている。これはオーストラリアで生産ないし販売のために輸入される全ての食品に適用さ

れる。

FSANZの役割は、FSANZActの7条で規定されている。オーストラリアとニュージーラ

ンドで販売される食品について、表示や原材料、汚染に関する基準の作成・変更・見直し

を行う。また、オーストラリアに限定して、食品安全のための食品基準を作成したり、全

国的な食品サーベイランスやリコールの調整を行ったり、あるいは輸入食品に関する研究

活動や評価指針の作成を行うことを責務としている。このほか、より良い選択ができるよ

うに消費者に情報を提供したり、消費者や産業に関する様々な調査研究を行ったり、食事

暴露のモデル化や科学的リスク評価を実施することもFSANZの役割となっている。FSANZ

はこれらの役割を果たす際には、州・準州政府やニュージーランド政府、その他の関係者

等との密接に連携を図っている。

国表1－9　FSANZの役割

・食品基準及び食品業界のために業務規範の作成・変更・見直しを行うこと

・食品基準コード及びその解釈ガイドラインを公表すること

・オーストラリア及びニュージーランド両国の基準を国際的に利用されている基準と

一致させるようにすること

・食品に関する州・準州の法律と整合性を持たせるようにすること

・所管Gurisdictions）及び食品業界が食品基準を実施する際に支援を行うこと

・オーストラリア国内の食品に関する監視、サーベイランス、執行を調整すること

・食品基準に関連する研究や調査を行うこと　　　　　　　　　　　　　　　　▲

・食青のイニシアティブを開発し、国民を支援するための情報を公開すること

・オーストラリア国内における食品のリコールを調整すること

・輸入食品のリスク評価を行うこと

・閣僚に対して食品に関する技術的な助言を行うこと

・基準に関する、国際的な交渉や地域間の交渉、二国間交渉に参加すること

（資料）FSANZ”CorporatePlan2003－2006”より作成。

1・
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3．組織

FSANZは、「食品基準部門（キャンベラ）」、「食品基準部門（ウェリントン）」、「科学的リ

スク評価部門（Scienti負cRiskAssessment＆Evaluation）」及び「食品安全サービス部門（Food

Saたり＆SeⅣices）」といった4つの部門で構成されている。組織図は次のとおりである。

図表1－10　FSANZの組織図

（資料）FSANZ“OrganisationalStruCtureaSOfDecember2005，，より作成
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2003年に行われた外部の「戦略的見直し（StrategicReview）」の調査結果を受けて、リス

クマネジメントと公衆衛生及び安全上の問題に関するリスク評価を機能分離し、FSANZの

科学的機能を強化し、ウェリントン事務所の役割を拡張することを狙い、4つの本部に組織

改正された。

2005年6月現在のスタッフ数は132名（有期雇用（non－OngOing）27名を含む）であり、

このうち121名がキャンベラ、10名がウェリントンに在籍している9。

9このほか、タスマニアに職員が1名いる。

い
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4．委員会

委員会（Board）の主な役割は、食品基準コードに関する修正案の作成と見直し、自らの

決定を食品規制閣僚会議に報告することとされている。委員会は12人の委員で構成されて

いる。FSANZのCEOを除き、全ての委員が非常勤である。委員は、保健高齢化大臣が各州・

準州の大臣との協議を通じて、また、ニュージーランド政府や消費者団体等からの推薦を

受けて、保健高齢化大臣が任命する。FSANZAct40条（1）では、委員会のメンバーは次のよ

うに規定されている。

図表ト11FSANZの委員会メンバー

・議長
・CEO

・ニュージーランドの主務閣僚が推薦した者3名

・消費者団体が推薦した者1名

・国立保健医療研究会議（NHMRC；NationalHealthandMedicalResearchCounCil、以

下、NmC）が推薦した者1名

・科学や公衆衛生に関する目的で設立された組織・公的機関が推薦した者3名

・食品産業に関する目的で設立された組織・公的機関が推薦した者2名

また、各委員は、次のいずれか1つ以上の専門分野を持つ者と定められている。このよ

うな要件は、消費者団体とNHMRC以外からの推薦者に対して要求されている。

図表1－12　FSANZの委員に求められる専門分野

委　　 員 専門分野

・議長

・ニュージーランドの主務閣僚からめ推
薦者のうち 2名

下記の仝ての分野のうちいずれか

・ニュージ．－ランドの主務閣僚からの推

薦者のうち 1名

・科学や公衆衛生に関する目的で設立さ
れた組織 ・公的機関からの推薦者

公衆衛生、消費者問題、食品科学、食品ア

レルギ一、■栄養、医科学、．微生物学、食品
安全、食品工学、獣医学

・食品産業に関する目的で設立された組 食品産業、食品加工 ・小売、農水産品生産、

織 †公的機関からの推薦者 中小企業、国際貿易、政府、食品規制

各委員はFSANZAct50条に基づき、自らの利害関係の状況を明らかにしなくてはならな

16



いこととされている。実際に、各委員が所属している団体や出資している会社名等がイン

ターネット上で公開されている。

委員会の開催は少なくとも年に5回は行われる。緊急の必要がある場合には電話会議を

行う場合もある。2004－05年は、委員会が5回、電話会議が3回、コミュニティフォーラム

が2回開催された10。

10FSANZ〟AmualRq）Ort2003－04〃

r痍
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5．予算

財源の主な拠出者は、オーストラリア及びニュージーランド両政府である。ただし、オ

ーストラリア政府からは政府予算の一部として拠出されるのに対し、ニュージーランド政

府からの拠出は、FSANZがニュージーランド政府に提供しているサービスの対価抽e）と

されている11。

図表1－13　FSANZの収支

収入　　　　　　　　　　　　　　　（オーストラリアドル）

オーストラリア政府からの収入　　　　　13，515，000

ニュージーランド政府からの収入　　　　1，395，388

利息　　　　　　　　　　　　　　　　　　　620，977

為替差益　　　　　　　　　　　　　　　　　3，073

商品・サービス販売　　　　　　　　　　1，543，924

その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　318，526

合計　　　　　　　　　　　　　　　　　17，396，888

人件費　　　　　　　　　　　　　　　10，995，068

商品・サービス購入費　　　　　　　　　　5，492，737

減価償却費　　　　　　　　　　　　　　　　297，044

評価損　　　　　　　　　　　　　　　　　　49，324

合計　　　　　　　　　　　　　　　　　16，834，173

剰余金

562，715

（資料）FSANZ“AnnuaJReport2004－05”より作成

11FSANZAct65条a項より
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